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「新しいモノを作らず‧捨てずに、新たな付加価値を⽣み出す」
サステナブルなビジネスモデル

出典：デジタル庁

シェアリングエコノミーとは



シェアリングエコノミーとは
シェアリングエコノミーは、おもに、場所‧乗り物‧モノ‧スキル‧お⾦の5つに分類

経済規模は過去最⾼ 24年3兆1,050億円超え、32年には15兆1,165億円と予測*
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デジタルを通じた
経済効果と新しい産業‧

雇⽤の創出

⼤量⽣産‧⼤量消費に
代わる消費⽂化  

個⼈間のシェアリング
を通じたつながり
共助モデルの創出

ALL世代 
⾃分の得意やスキルを
活かし多様な選択肢が

持てる

シェアリングエコノミーの社会的意義
持続可能な社会を創るデジタル時代の新たなインフラ 



サステナブルな暮らしの実現
シェアリングエコノミーを⽣活に取り⼊れることでサステナブルなライフスタイルを実現

住宅のシェア 駐車場のシェア

オフィスシェア

家具のシェア

フードロス食材シェア

カサのシェア

不用品のシェア洋服のシェア
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⽣活の充実度や幸福度向上‧個⼈の⽣きがいやつながりを創出する

幸せを実感するつながりの創出

出典：シェアリングエコノミー利用者の『幸福度』と『社会とのつながり』
シェアリングエコノミー協会・情報通信総合研究所共同調査（2020）

幸福度 社会とのつながり
誰もが経済活動に参加できる  

新たな収入機会の創出 

地方に存在している魅力や資源を掘り起こす  



スペース＋モノ

宿泊業や小売業が一年に排出する CO2
排出量を上回る削減効果

脱炭素に寄与するビジネスモデル
経済を回しながらCo2排出量を⼤幅に削減し脱炭素社会への貢献

 
モビリティ

移動のシェアによるCo2排出削減量は

国内小売業全体の排出量と同程度



シェアリングエコノミーについて
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家具のシェアサービスを市⺠向けに初⽉半額で
提供。⼈⼝の１割を占める学⽣や単⾝赴任者の
引越しに伴う家具の廃棄を削減。
*売り切り型サービス⽐で廃棄物38％削減の実証効果 

⾃治体と共同運営のリユーススポットを開
設。⽉間1,000万⼈が利⽤するジモティーの
リーチ⼒と効率的な運営ノウハウで⼤幅な粗
⼤ごみの削減を実現。
*221箇所の⾃治体と協定実績

⾃治体との連携事例



リユース促進のために必要な⽀援
シェアエコを当たり前の消費⽂化に。
「リユース（リコマース）」という選択肢の認知が低く、概念理解やマネタイズ、安全⾯への不安など
ハードルが多く、消費者への広がりには、社会的な普及と政策による市場形成⽀援が必要。

企業連携によるシェアエコ活⽤の推進を。
特に中⼩企業メーカー等は単独対応の難易度が⾼い。リユース（リコマース）を⾃社完結ではなく
外部と連携して推進。業界‧産業間の接続⽀援が鍵。

データ共有や流通を連携する「仕組み」の後押しを。
メーカー‧⼀次流通‧⼆次流通事業者間のデータ連携‧循環の環境整備が不可⽋、
⼀事業者では難しいため、横断的な仕組み構築への投資を期待。

スタートアップ‧⼩規模事業者へのインセンティブを。
CO2排出量の算出や認証基準への対応ツールや制度的な⽀援を。
⼩規模事業者ほど、対応コスト‧難易度が⾼くなるため、導⼊ハードルを下げる⽀援が不可⽋。
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